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級審である福岡高判平成22年 10月 12日先物取引裁判例集57号 24頁、名古
屋地判平成21年9月30日判時2100号 28頁、その上級審である名古屋高判平











































































Income Tax Act of 1913）が立法化されてまもない1918年である。1918年
歳入法 §213（b）（6）により、「訴訟又は合意によるかにかかわらず人的侵
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slander or libel of personal character）や第三者による夫婦関係の妨害により





































（3）1955年Commissioner v. Glenshaw Glass最高裁判所判決































































































この点が問題となったのが、2006年のMurphy v. Unites States D.C.区







































































































































































































































































































れる（Clark v. Commissioner, 40 B.T.A. 3331 (1939)）。
（４） Stabley S. Surrey and Paul R. Macdaniel, Federal Income Taxation Cases and
Materials (1986) p.127.




（７） Revenue Act of 1918, ch. 18, sec. 213 (b) (6), 40 Stat. 1066 (1918).  §213（b）（6）
は、1939年に §22（b）（5）に、1954年に現在の §104（a）（2）に配置換えされた。
（８） Op. Att’y Gen. 304, 308 (1918). See, J. Martin Burke and Michael K. Friel, TAX
TREATMENT OF EMPLOYMENT-RELATED PERSONAL INJURY AWARDS,
50 Mont. L. Rev. 13 (1989) pp.14–15.
（９） 職業上の名声に対する名誉毀損については、Solicitor’s Memorandum 957.
離婚慰謝料については、Solicitor’s Memorandum 1384.
（10） Eisner v. Macomber, 252 U.S. 189 (1929).
（11） Sol. Op. 132, 1-1 C.B. 92, 93 (1922). Cited in William A. Klein etc, Federal































v. Commissioner, 93 T.C. 330（1989）においては、メリーランド州法上は名誉
毀損行為は人的侵害行為に含まれるから、同賠償金部分にも非課税規定が適




（15） 79 T.C. 398 (1989).
（16） 損害賠償金のうちには、信用調査により事業上の機会を喪失したことによ
る得べかりし利得の補てんが含まれていた。
（17） 716 F.2d 693 (9th Cir. 1983).
（18） Marvin A. Chirelstein and Lawrence Zelenak, Federal Income Taxation 12th




（20） Omnibus Budget Reconciliation Act of 1989, Pub .L. No. 101–239, 103 Stat.
2106 (1989).
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（21） Small Business Job Protection Act of 1996, Pub. L. No.104–188, 110 Stat. 1755
(1996).
（22） Joint Committee on Taxation, General Explanation of Tax Legislation Enacted in
the 104th Congress, U.S. Government Printing Office (1996) pp.222–224.
（23） 460 F.3d 79 (D.C. Cir. 2006) p.92.
（24） Paul Caron, Murphy a Boon for Protestors Critics Say, 112 Tax Notes 832 (2006).










（32） HENRY C. SIMONS, PERSONAL INCOME TAXATION, the University of 
Chicago Press (1962) p.50.日本語訳は金子・前掲注（26）25頁に従った。
（33） 金子・前掲註（26）13頁。
（34） 金子・前掲註（26）25頁。
（35） Thomas D. Griffith, Should “tax norms” be abandoned?—Rethinking Tax Policy
Analysis and the Taxation of Personal Injury Recoveries—, Wis. L. Rev. 1115 (1993).
（36） このような見解を示したものとして、たとえば、Sol. Op. 132, 1-1 C.B. 92,
93 (1922). Cited in William A. Klein etc, Federal Income Taxation Seventh Edition,
Little Brown & Company Ltd (1987) p.221.
（37） Doyle v. Mitchell Bros. Co., 247 U.S. 179 (1918).
（38） William A. Klein and Joseph Bankman etc, Federal Income Taxation Fifteenth
Edition, Wolters Kluwer (2009) p.119.
（39） Paul B. Stephan III, Federal Income Taxation and Human Capital, 70 VA. L.
REV. 1357, (1984) pp.1369–1375.
（40） Malcolm L. Morris, Taxing Economic Loss Recovered in Personal Injury Actions:
Towards a Capital Idea?, 39 U. FLA. L. REV. 735 (1986) p.749.
（41） Chirelstein, supra note 18, p.47.
（42） Starrels v. Commissioner, 304 F.2d 574, 577 (9th Cir. 1962).
（43） Green v. Commissioner, 74 T.C. 1229 (1980); United States v. Garber, 607 F.2d




（45） Mark W. Cochran, Should Personal Injury Damage Awards Be Taxed?, 38 Case
W. Res. 43 (1988) pp.45–46; Edward Yorio, The Taxation of Damages: Tax and Non-





















（56） Mark W. Cochran, supra note 45, pp.48–49.
（57） Joseph M. Dodge, Taxes and Torts, 77 Cornell L. Rev. 143 (1992).
（58） 金子・前掲註（26）。
（59） Bertram Harnett, Torts and Taxes, 27 N.Y.L. Rev. 614 (1952) p. 627; Mark W.
Cochran, supra note 45, p.44.






















































地判昭和54年 5月31日判時945号 86頁（大阪高判昭和55年 2月29日税








































































































































































































































































日判時536号 65頁、東京地判昭和44年 8月25日判時574号 49頁、大阪地判
昭和47年3月11日判タ277号 255頁がある。反対に、租税額を控除すべきで
あるとしたものとして、東京地判昭和47年 5月12日判時681号 57頁、東京
地判昭和45年 8月12日判時618号 67頁がある。
（73） 内田・前掲註（69）413頁。
（74） たとえば、固定資産の除却若しくは譲渡に係る対価補償金等は、臨時所得
に含まれない（所得税法基本通達2-36）。また、「災害」には人為的なものが
含まれるが、「鉱害、火薬類の爆発その他の人為による異常な災害」に限られ
ており（所令9条）、不法行為に適用される場合は限定的であると考えられる。
また、臨時所得がその年の総所得の20％以上でなければならないことなどの
制限がある。
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Ⅳ　おわりに
米国における損害賠償金課税及びその理論的根拠を整理したうえで、わ
が国における損害賠償金課税の理論的根拠を検討した。わが国及び米国の
所得税制は、包括的所得概念を前提としたうえで、一定の要件をみたす損
害賠償金を非課税とする規定を定めている。米国では、その立法当初か
ら、非身体的な人的侵害の賠償金や懲罰的損害賠償金が適用範囲に含ま
れるか否かが問題となり、非課税規定の理論的根拠が議論されてきた。米
国の裁判例及び研究者たちの緻密な議論は、わが国の損害賠償金非課税
規定の理論的根拠を検討するうえで、有益である。しかし、検討を進める
につれ、米国における損害賠償金に対する課税制度とわが国におけるそれ
は相当程度異なっていることが明らかとなった。第1に、わが国の所得税
法9条1項17号は、損害を人的損害と物的損害に区別したうえで、それ
ぞれについて非課税となる範囲を定めているが、米国の IRC §104（a）（2）
は身体的な人的侵害により受ける損害賠償金のみをその適用範囲としてい
る。しかし、米国においては、投下資本の回収理論が解釈上確立されてお
り、非課税規定が存在しなくとも物的損害に対する賠償金は投下資本を超
えない限り課税されない。たとえば、事業上の評判の侵害により受けた賠
償金について、納税者がその基礎価額の立証を行ったときは、その基礎価
額を超えない限り、賠償金には課税されない。他方、わが国においては、
たとえ性質上は投下資本の回収であるとしても、所得税法37条その他に
該当する規定がない場合には、所得の計算上控除されない
（75）
。第2に、米国
においては、所得の定義が狭く捉えられた一時期を除いて、投下資本の
回収理論が非課税規定の理論的根拠として支持されてきた。1986年及び
1996年の改正は、非課税とされる損害賠償金の範囲を投下資本の回収理
論により忠実なものにする試みであった。他方、わが国の非課税規定は、
投下資本の回収理論のみでは説明することの難しい部分が多い。むしろ、
不法行為法における被害者の原状回復という目的に配慮した政策措置であ
ると割り切った方がよりよく理解できる。もっとも、このように理解した
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からといってその適用範囲をめぐる解釈問題がただちに解決されるわけで
はないが、より一貫性ある解釈及び今後の制度の方向性を考える基礎にな
ると考える。
最後に、今後の課題を示してむすびとしたい。米国の災害損失控除
（casualty loss）の制度は、わが国の雑損控除制度よりも広く対象資産や損
失原因を認めている
（76）
。損失を広く認める制度は、加害者から損害賠償金を
受けることができなかった者と損害賠償金を受けることができた者の公
平性の確保につながるという点において、損害賠償金の非課税規定よりも
望ましい。損害賠償金に対する課税のあり方は、その起因となった損失が
必要経費等として控除される範囲や、損害賠償金と同様に被害者を補てん
する機能を有する受取保険金に対する課税上の扱いも踏まえて、全体とし
て検討する必要がある。
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（75） 水野忠恒『租税法〔第5版〕』有斐閣（2011）248頁。
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